


「保証協会団信」制度の見直し等について

令和6年10月1日告知分から「保証協会団信」の制度内容が一部変更となっています。主

な変更点は以下の通りです。

・1被保険者当たりの保険加入上限額を「1億円」から「2億円」へ変更しました。

・告知書有効期間※を「90日以内」から「120日以内」へ変更しました。

また、今回の見直しに伴い、「保証協会団信」申込書兼告知書が改訂されました。今後は

申込書兼告知書の右上に、令和6年10月改訂版と記載のある書式をご利用下さい。

なお、経過措置として改訂前の申込書兼告知書は令和6年12月31日までの告知分に限りご利

用いただけます。

「保証協会団信」申込書兼告知書をご入用の際は、日本生命保険相互会社 公務第二部

（03-5533-5677）へ直接ご請求下さい。

※申込書兼告知書の有効期間です。ご加入にあたっては、告知日から融資実行日までの日数

が有効期間内である必要があります。

令和6年上期（令和6年11月末提出期限）の「業況報告書」
提出に関するお願い

取扱金融機関によるモニタリングが規定されている保証制度の令和6年上期モニタリング報

告について、必要項目にもれがないよう入力の上ご報告をお願いいたします。

なお、令和6年10月に「業況報告書」対象顧客を一覧表示した報告用データをEメールで

送信しておりますのでご確認ください。

モニタリング報告が必要な保証制度

（１）経営安定関連保証4号（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る）

（２）経営安定関連保証5号（平成30年3月31日以前に保証申込受付したもの）

（３）東日本大震災復興緊急保証制度

（４）危機関連保証制度

（５）川崎市新型コロナウイルス感染症対応資金

モニタリングの詳細については「信用保証の手引き」76頁に記載しております。ご不明な

点がございましたらお気軽にお問合せください。

【お問合せ先】 経営支援推進課 044-211-0504
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事務分担変更のお知らせ

令和6年10月1日から担当を一部変更しました。

企業支援部企業支援課 TEL 044-211-0501 FAX 044-222-1993

川崎区及び幸区の事業者
係長
主任

山口 裕新
松下 真人
鈴木 多聞

中原区の事業者
係長 森 宏平

小原 美里

企業支援部管理推進課 TEL 044-211-0502 FAX 044-211-9937

係長 佐久間 啓太
須藤 美波
遠藤 彩蘭

企業支援部経営支援推進課 TEL 044-211-0504 FAX 044-222-1993

川崎区の事業者 主査 渡邊 公博

幸区及び麻生区の事業者
係長
主任

井原 隆
高藤 篤志

中原区の事業者 主任 高藤 篤志

高津区の事業者
係長
主査

井原 隆
渡邊 公博

宮前区及び多摩区の事業者 永田 真由

企業支援部北支所企業支援課 TEL 044-850-0055 FAX 044-833-1313

高津区の事業者
係長 向井 祐太

古市 雅裕

宮前区の事業者
係長 向井 祐太

森 宏祐

多摩区の事業者
課長補佐

主任
伊藤 ルナ
松岡 瞳

麻生区の事業者 課長補佐 伊藤 ルナ

年末・年度末の資金繰り支援のため相談窓口を設置します

市内中小企業者の年末・年度末の資金繰りを支援するため、相談窓口を設置します。

令和6年12月2日～令和7年3月31日まで開設していますので、お気軽にご相談ください。

（土日祝日、年末年始（12月29日～翌年1月3日）を除く）

≪相談窓口（9時～17時15分）≫

【川崎区、幸区、中原区】 企業支援課 044-211-0501

【高津区、宮前区、多摩区、麻生区】北支所企業支援課 044-850-0055

川崎・幸・中原区の金融相談、保証審査及び創業支援に関すること

高津・宮前・多摩・麻生区の金融相談、保証審査及び創業支援に関すること

経営支援、事故報告、返済条件変更審査及び保証協会団信に関すること

代位弁済に関すること
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「第20回かながわ企業支援ネットワーク会議」の開催について

令和6年10月8日（火）に、TKPガーデンシティ

PREMIUMみなとみらいにおいて「第20回かながわ

企業支援ネットワーク会議」を開催しました。

かながわ企業支援ネットワークは、経営支援・再

生支援への取組みをより円滑かつ効果的に推進する

ため、中小企業・小規模事業者を支援する関係機関

の連携強化を目的に設立されたもので、神奈川県信

用保証協会、横浜市信用保証協会、川崎市信用保証協会、神奈川県中小企業活性化協議会が

事務局となり、運営しています。

今回は50機関68名の方にご出席いただきました。

保証申込時の書類添付についてお願い

事前相談時に回答した必要書類が添付されていない申込案件が散見されます。保証承諾ま

での時間短縮を図るためにも、必要書類の完備にご協力ください。

例）川崎市制度利用時の、個人（法人）市民税納税証明書又は領収書

新規利用先の公的資料（履歴事項全部証明書、印鑑証明書、住民票等）

伴走支援型経営改善資金利用時の、「経営力強化保証」申込人資格要件等届出書

【お問合せ先】 企業支援課 044-211-0501
北支所企業支援課 044-850-0055

創業セミナーを開催しました

令和6年10月10日（木）に、川崎市内で創業を

予定している方や創業後間もない中小企業者を対象

とした創業セミナーを開催しました。

本セミナーでは、税理士・行政書士・公認会計士の

宮澤明宏氏を招いて、経営管理の進め方を中心に企

業が取り組むべきポイントについてどのように備え、

対応するかを講演していただきました。

また、セミナーの前後には、講師による個別相談会を開催し、参加者が抱える創業に関す

る悩みや課題について講師と1対1で相談できる場を提供しました。
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代位弁済事務に関するＱ＆Ａ

Ｑ．債務者、保証人の預金を相殺する際の優先関係について教えてください。

Ａ．相殺適状にある預金は、まず金融機関のプロパー債権と相殺することを認めています。

相殺後に残余の預金があれば保証付債権と相殺します。その他、僚店や保証債務等に関する

取扱いについては次の表のとおりです。

なお、当座預金等いかなる性質の預金であっても、期限の利益喪失から代位弁済まで支払

を停止してください。また、代位弁済前に預金相殺を行う場合等は必ず当協会にご一報くだ

さい。

1 . 主債務と保証債務が併存する場合の預金相殺

2 . 僚店相殺の取扱い

3 . その他預金相殺の取扱い

主債務 保証債務
預金相殺の優先関係

プロパー 協会保証付

1
プロパー

（保証会社保証付を含む）
協会保証付 〇

2 協会保証付
プロパー

（保証会社保証付融資を含む）
〇

【お問合せ先】 管理推進課 044-211-0502

貴店 僚店（預金あり）
預金相殺の優先関係

プロパー 協会保証付

1
協会保証付/
プロパー（注）

〇

2
プロパー

（保証会社保証付を含む）
協会保証付 〇

3 協会保証付
プロパー

（保証会社保証付融資を含む）
〇

ケース
預金相殺の優先関係

プロパー 協会保証付

1
プロパー債権（保証会社保証付を除く）が他の担保等により保全されて
いることが明らかな場合（保証協会が代位弁済することに伴い、当該担
保の移転を受ける場合を除く）

〇

2
信用保証協会付債権が他の担保等により保全されていることが明らかな
場合

〇

3
プロパー債権（保証会社保証付を除く）が商業手形の支払人口債権であ
る場合

〇

4 保証会社保証付債権が併存する場合 按分充当

5 期限の利益喪失後に振込や入金があった場合 按分充当

（注）保証会社保証付の場合は、協会保証付との按分充当。

※但し、プロパー債権と協会保証付債権が僚店の関係にある場合は、2．僚店相殺の取扱いが優先します。

留意事項
・プロパー債権及び協会保証付債権ともに相殺適状にあることが前提となります。
・保証条件としている預金は、協会保証付債権に優先充当します。
・保証条件としている保証人の預金についても、債務者の預金と同様に取扱う必要があります。
・保証会社等利害関係を有する第三者が存在し、上記の取扱いが困難である場合は、個別にご相談ください。
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申込書兼告知書の右上に、令和6年10月改訂版と記載のある書式をご利用下さい。

なお、経過措置として改訂前の申込書兼告知書は令和6年12月31日までの告知分に限りご利

用いただけます。

「保証協会団信」申込書兼告知書をご入用の際は、日本生命保険相互会社 公務第二部

（03-5533-5677）へ直接ご請求下さい。

※申込書兼告知書の有効期間です。ご加入にあたっては、告知日から融資実行日までの日数

が有効期間内である必要があります。

令和6年上期（令和6年11月末提出期限）の「業況報告書」
提出に関するお願い

取扱金融機関によるモニタリングが規定されている保証制度の令和6年上期モニタリング報

告について、必要項目にもれがないよう入力の上ご報告をお願いいたします。

なお、令和6年10月に「業況報告書」対象顧客を一覧表示した報告用データをEメールで

送信しておりますのでご確認ください。

モニタリング報告が必要な保証制度

（１）経営安定関連保証4号（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る）

（２）経営安定関連保証5号（平成30年3月31日以前に保証申込受付したもの）

（３）東日本大震災復興緊急保証制度

（４）危機関連保証制度

（５）川崎市新型コロナウイルス感染症対応資金

モニタリングの詳細については「信用保証の手引き」76頁に記載しております。ご不明な

点がございましたらお気軽にお問合せください。

【お問合せ先】 経営支援推進課 044-211-0504
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信用保証を利用する皆さまへ

暴力団等の反社会的勢力とは取引いたしません！
川崎市信用保証協会は、反社会的勢力に関わる企業等は信用保証の対象としておらず、反社会的勢力とは一切の関係を遮断

します
※反社会的勢力とは
・暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業等 ・暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者
・暴力団等と密接な関係を有する者（いわゆる共生者、密接交際者）
・自ら又は第三者を利用して、暴力的な要求行為や法的な責任を超えた不当な要求行為等を行う者

※本所駐車場について
当協会本所には駐車場がございません。駐車場をご

利用の場合は、川崎駅東口広場公共駐車場(アゼリア
駐車場)をご利用の上、担当者に駐車券をご提示くだ
さい。

事務所のご案内

※無料シャトルバス（AM10：00～）について
乗り場：溝の口駅北口バスターミナル

9番乗り場「KSP行き」
※北支所駐車場について

当協会北支所の駐車場はＫＳＰ地下駐車場をご利用
の上、担当者に駐車券をご提示ください。

『起業家向け無料相談』窓口について
川崎市信用保証協会は、川崎市男女共同参画センターと連携して、川崎市内で創業を希望
する方のご相談に対応するため『起業家向け無料相談』窓口を設置しております。

対象 川崎市内での創業希望者

相談日 平日

相談時間 9時00分～17時00分
（1回：45分）

相談員 川崎市信用保証協会職員

相談場所 次の３箇所からお選びいただけます。
① 川崎市信用保証協会本所
② 川崎市信用保証協会北支所
③ 川崎市男女共同参画センター

お問合せ先
企業支援課 044-211-0501
北支所企業支援課 044-850-0055

川崎市信用保証協会「信用保証レポート」
通 巻 第114号 令和6年11月1日発行(奇数月発行）

発行者 川崎市川崎区日進町1番地66
川崎市信用保証協会

通年ノーネクタイのお知らせ
SDGsのさらなる推進やお客様が親しみやすい雰囲気づくりを目的として、「通年ノーネ
クタイ」を実施しておりますので、ご理解いただきますようお願いいたします。


